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１．はじめに 

(1) 調査の背景

東日本大震災からの復興状況の評価は，行政等が発表

する資料では，主に，復興公共事業の進捗状況や，関連

する統計指標を用いて行われている．しかし，この結果

は，必ずしも，被災者の主観的な復興に関する意識を反

映するものではない． 

被災者の主観的な復興に関する意識を測る尺度として

は，後述する阪神・淡路大震災の被災者の復興感を把握

するために開発された「復旧・復興カレンダー」1)（本

稿では，「生活復興カレンダー」と呼ぶ）が評価されて

いる 2)．「生活復興カレンダー」を活用した東日本大震

災からの復興調査には，震災から 5 年後の被災地を対象

とした「震災から 5 年が経過するなかでの東日本大震災

生活復興調査」（2018）3)や NHK による，岩手，宮城，

福島の 3 県を対象にした調査 4)5)がある．これらの調査に

対して，被害が甚大でなかった地域も含まれているとい

う調査対象地域の選定の課題や，復興感を規定する要因

を分析していないという課題などが指摘されている 6)． 

(2) 調査の目的

東日本大震災により直接被害を被った被災者の視点か

ら，震災から 10 年を迎えた岩手県・宮城県沿岸被災地域

の実情を把握するために，復興公共事業対象地区の住民

が復興をどのように感じているのかを明らかにする．ま

た，被災者個々人の復興感（生活復興感）に影響を及ぼ

している要因を明らかにする．なお，福島県は，上記 2

県との比較が困難と考え，調査対象から除いた． 

２．調査対象データ 

 著者グループは，調査対象地区として，岩手県・宮城

県沿岸被災地域の津波浸水地域で復興整備事業の実施対

象となった 13 市町 16 地区を選定した（表 1 参照）．  

その調査対象地区に居住する住民に，世帯を単位とす

る質問紙調査を，2020 年 3 月，7 月，10 月に実施した

（以下では「生活復興住民意識調査」と呼ぶ）6)．その

結果，合計 7,895 件の全戸配布を行い，回収数は 1,273 件

（回収率 16.1％）であった（表 2 参照）． 
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表 1 調査対象地区の被害状況と復興整備事業の概要 
地区名 被害と復興整備計画の概要

岩手県宮古市鍬ケ
崎地区

・被害：浸水高9m,浸水39ha,地区内死者57名，行方不明者8名, 建物被害
800棟，全壊流出88％．
・復興整備計画：レベル１対応の 10.4m防潮堤，土地区画整理事業
（23.8ha）．宮古市中心部を守る水門建設事業の外側に位置．工期2012-
2018年度．

岩手県山田町山田
の中心部

・被害：浸水深7m, 地区内死者284名，行方不明者5名，建物被害1,593棟,
全壊流出81％．
・復興整備計画：レベル１対応の9.7m防潮堤，商工会と連携する「生活
街」拠点整備事業や災害公営住宅と組合わせた土地区画整理事業
（56ha）．工期2012-2018年度．

岩手県大槌町町方
地区（近接した災
害公営住宅の地区
を含む）

・被害：浸水高10.7m，地区内死者660 名，行方不明271 名，
建物被害1,421 棟．
・ 復興整備計画：レベル1 対応の14.5m 防潮堤，土地区画整理事業
（23.8ha）．工期2012-2018 年度．

岩手県大槌町
赤浜地区

・被害：浸水高12.9m，浸水39ha，地区内死者90 名，行方不明35 名，建物
全壊230 棟．
・ 復興整備計画：防潮堤高現状6.4m 維持，レベル2 対応の嵩上げ土地区
画整理事業・防災集団移転事業．工期2012-2018 年度．

岩手県釜石市平田
地区

・被害：浸水高10.0m，地区内死者29名，建物全壊170棟．
・復興整備計画：レベル１対応の6.1m防潮堤（＋釜石湾口防潮堤），嵩上
げ土地区画整理事業．工期2012-2020年度．

岩手県陸前高田市
高田町中心部の復
興整備事業地区

・被害：浸水高17.6m,地区内死者1,173名, 建物全壊2,047棟．
・復興整備計画：レベル１対応の12.5m防潮堤, 嵩上げ16m・拠点整備と高
台造成を一体化した土地区画整理事業（高田地区（186ha)）．工期2012-
2020年度．

岩手県陸前高田市
高田町北側に広がる

自主移転地区

・復興整備事業の完成を待たず内陸高台へ自主移転を選んだ被災世帯が既
存集落部の周辺部に集住．

岩手県大船渡市末
崎地区

・被害：浸水高11m,地区内死者42名，行方不明者22名, 建物全壊505棟．
・レベル１対応の7.2m防潮堤（＋湾口防潮堤），空き地嵌め込み方式の迅
速な防災集団移転事業． 工期2012-2013年度．

宮城県気仙沼市
鹿折地区

・被害：浸水高7m，地区内死者206 名，建物全壊1,055 棟．
・ 復興整備計画：レベル1 対応の5.0m 防潮堤，嵩上げ土地区画整理事業
（41.8ha），災害公営住宅200 戸．工期2013-2020 年度．

宮城県南三陸町志
津川地 区（ 東地
区・中央地区・西
地区）

・被害：浸水高15.5m,浸水254.5ha, 罹災住家2,044棟，罹災率73.8%．南三
陸町の死者600名，行方不明211名．
・レベル１対応の8.7m防潮堤, 三陸道につながる高台に拠点整備事業，嵩
上げ土地区画整理事業（60.2ha)，防災集団移転事業,災害公営区住宅を連
結．工期2012-2018年度．

宮城県石巻市新門
脇地区，及び，湊
北地区と周辺

・被害：石巻市の市街地中心部は，ほぼ全域が浸水，市域全域で死者・行
方不明3,703名，建物全壊20,039棟．
・復興整備計画：レベル１対応の7.2m防潮堤,市街地復興土地区画整理
(23.7ha)により嵩上げ・災害公営住宅団地の設置．工期2013-2019年度．

宮城県石巻市あゆ
み野地区

・内陸移転団地(27.4ha)として土地区画整理（376戸）と復興公営住宅
（389戸）．工期2013-2018年度．

宮城県東松島市
あおい地区

・被害：市域の36％（市街地の65％）が浸水，死者1,133 名，建物全壊
5,513 棟．
・ 復興整備計画：壊滅的な被害のあった沿岸部の大曲浜地区からの移転者
を中心とした被災者を対象に，土地区画整理事業で造成した集団移転地を
整備．災害公営住宅整備事業で307 戸整備．工期2012-2015 年度．

宮城県仙台市若林
区荒井東地区

・被害：若林区の区域の56％が浸水，死者339名，建物全壊6,427棟．
・復興整備計画：沿岸部集落の荒浜周辺から市街化区域内への集団移転
地，土地区画整理事業を施行．災害公営住宅整備事業により313戸整備．工
期2012-2015年度．

宮城県岩沼市
玉浦西地区

・被害：市域の48％（旧玉浦村のほぼ全域）浸水，死者181人，建物全壊
736 戸．
・ 復興整備計画：市域沿岸部全集落が玉浦西に集団移転．農地及び宅地の
買い上げにより用地を取得し，集団移転地を造成．移転団地内に111 戸，
その他で67 戸，災害公営住宅を整備．工期2011-2013 年度．

宮城県山元町
新坂元駅周辺地区

・ 被害：町全域の40％（可住地の60％）が浸水，死者637 名，建物全壊
2,217 棟．
・ 復興整備計画：山元町沿岸部各集落からの集団移転先の1 つで，津波復
興拠点整備事業及び防災集団移転促進事業等によりコンパクトな新市街地
を整備．移転団地内に災害公営住宅31 戸整備．工期2013-2015 年度．

（出典）北後･金子･本荘･豊田･塩見･ピニェイロ･イエガネ(2021) 
6)を一部修正 

質問項目としては，問 1 で，年齢，性別，住宅の被災

状況と再建状況，職業の変化，仕事場・勤め先の売上・

業績の変化とその減った理由，家計の変化など回答者の

属性や暮らしの再建状況を設定した．問 2 で，後述の

「生活復興カレンダー」に関する項目を導入した．問 3

で，地域経済の回復状況などを設定した．  

３. 回答者の属性

回答者の現在の居住地域は，表 2 のとおり，陸前高田

市中心部地区が 11.5 ％と最も多く，次いで南三陸町志津

川地区 10.4％，岩沼市玉浦西地区 8.1％，石巻市あゆみ野

地区 7.7％，東松島市あおい地区 7.6％と続いている． 

回答者の属性（家族を代表する人）の属性は，男女比 

では 49.2％対 50.8％であった。年齢では，70 歳代 30.7％，

60歳代 24.7％，50歳代 16.5％，80歳代以上 13.1％，40歳

代 10.3％，30 歳以下 4.7％と，高齢者が 7 割弱を占めてい

る． 

表 2 調査対象地区の調査概要 
地区名 配布月 配布数 回収数 回収率

宮古市鍬ケ崎地区 10月 286 43 15.0%

山田町山田地区 10月 610 76 12.5%

大槌町町方地区 3月、7月 693 87 12.6%

大槌町赤浜地区 3月、7月 233 48 20.6%

釜石市平田地区 10月 288 41 14.2%

陸前高田市中心部地区 10月 693 146 21.1%

陸前高田市高田北地区 10月 539 95 17.6%

大船渡市末崎地区 10月 500 41 8.2%

南三陸町志津川地区 10月 758 132 17.4%

気仙沼市鹿折地区 3月 516 79 15.3%

石巻市新門脇・湊地区 10月 520 92 17.7%

石巻市あゆみ野地区 10月 683 98 14.3%

東松島市あおい地区 7月 542 97 17.9%

仙台市荒井東地区 10月 542 63 11.6%

岩沼市玉浦西地区 3月 354 103 29.1%

山元町坂元地区 7月 138 32 23.2%

合計 7,895 1,273 16.1%

回答者の震災による住宅被災状況について，行政の発

行した「り災証明書」の判定内容で見た結果は，「全壊」

が59.0％と最も多く，次いで「流出」16.0％となっている

（図1）．一方，「り災証明無」は12.8％となっている．

このように，回答者の大半が，甚大な被害を受けた被災

者であることは，本調査の意図を反映している． 

図1 り災証明にみる住宅被災状況 

また，回答者の住宅復興状況は、「災害公営住宅」が 

43.8％と最も多く、次いで「集団移転先で新築」15.2％， 

「区画整理地で新築」14.3％，「元地での修繕・改修」

7.4％，「元地での新築」5.5％，「自主移転先で新築」

4.9%，と続いている。居住地と住宅復興状況とのカイ二

乗検定結果は、有意水準１％で有意な差があり，表1で示

したように，各地区における復興整備事業の手法の違い

が見受けられた。 

図2 住宅再建状況 
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４. 全体的復興感の規定要因の分析結果

(1) 分析方法

まず，被災者個々人が感じている「生活復興感」につ

いて，「生活復興カレンダー」の手法を用いて測定する．

この手法では，生活再建で節目となりうる次の12項目に

対して，震災発生以降のいつ頃に「そう感じた／思った」

のかを，「生活復興調査」の結果から導き出す．①被害

の全体がつかめた時期，②もう安全だと思った時期，③

不自由な暮らしが当分続くと覚悟した時期，④仕事（転

職を含む）が再開した時期，⑤住まいの問題が最終的に

解決した時期，⑥家計への災害の影響がなくなった時期，

⑦毎日の生活が落ち着いた時期，⑧地域の活動が元に戻

った時期，⑨自分が被災者だと意識しなくなった時期，

⑩地域経済が災害の影響を脱した時期，⑪地域の道路が

復旧した時期，⑫地域の学校教育が復旧した時期，そし

て，以上の各項目に対して，「そう感じた／思った」と

回答した人が累積で50%を超えた時期を，その項目が行わ

れた／達成された／該当すると判断する．

次に，被災者の復興感を測る12項目の「生活復興カレ

ンダー」の結果を主成分分析手法を用いて要約して，

「総合的生活復興感」を設定する．

最後に，「総合的生活復興感」を示す指標に関係する

要因を一元配置分散分析手法を用いて抽出する．そして，

その要因の中から，「総合的生活復興感」を示す指標に

影響を及ぼす要因を数量化理論Ⅰ類の手法7)8)を用いて絞

りこむ．なお，数量化理論Ⅰ類は独立変数が質的なデー

タで従属変数が量的なデータを予測・説明するための分

析手法である．

(2) 生活復興カレンダーの集計結果（図3参照）

生活復興カレンダーの12項目の「そう思った／行った」

と回答した割合について，それぞれの50％を越えた時期

を見ると，「③不自由な暮らしを覚悟」「①被害の全体

を把握」「④仕事の再開」が2011年であった．「⑫学校

の再開」は，2014年に50％を越えている．「⑤すまいの

問題が最終解決」と「⑦生活の落ち着き」は，2016年に

50％を越えている．「②安全の確保」と「⑥家計の影響」

は，2017年に50％を越えた．「⑧地域活動」は，2019年

に50％を越えた，他方，2019年時点でも50％以下の項目

は，「⑩地域経済が災害の影響を脱した」「⑨被災者意

識」「⑪道路の再開」の3項目であった．特に，「⑩地域

経済」と回答した人が，回答者の27.7％で，12項目の中

で最も低い割合を示していることが注目される． 

図3 生活復興カレンダー 

(3) 「総合的生活復興感」指標の設定方法

生活復興カレンダーの12項目の結果を要約するために，

主成分分析を行った結果，3つの主成分を抽出することが

できた（表3参照）． 

第一主成分は，最大の軸で，12項目いずれも正の重み 

を示していることから，「総合的生活復興感」と解釈す

ることができる．第一主成分に最も大きな影響を与えて

いる項目は，「⑦生活の落ち着き」であることが分かる．

次いで，「⑧地域の活動」「⑥家計の影響」「⑨被災者

意識」「⑤住まいの問題が最終解決」の順で大きい，そ

こで，それから得られる主成分得点を「総合的生活復興

感」の指標とした． 

第二主成分は，「生活復興感を測る項目の達成時期」

と解釈することができる．前述の比較的早い時期に50％

を越えた「①被害の全体を把握」「③不自由な暮らしを

覚悟」「④仕事の再開」が大きく正の値を取り，一方，

2019年時点でも50％に達していない「⑩地域経済」「⑨

被災者意識」「⑪道路の再開」が大きく負の値を取って

いる． 

第三主成分は，「生活復興感を測る項目の内的要因と

外的要因との区分」と解釈することができる．被災者の

外的要因にあたる「⑫学校の再開」「⑪道路の再開」

「⑩地域経済」「①被害の全体の把握」は大きくプラス，

被災者の内的要因にあたる「⑥家計の影響」「④仕事の

再開」「⑤すまいの問題が最終解決」「⑦生活の落ち着

き」は大きくマイナスとなっている． 

表3 成分行列 

1 2 3

1 被害の全体がつかめた 0.298 0.715 0.221

２　もう安全だと思った 0.524 0.036 -0.096

3　不自由な暮らしが当分続くと覚悟 0.048 0.700 0.021

4　仕事が再開 0.331 0.525 -0.274

5　住まいの問題が最終的に解決 0.661 -0.058 -0.266

6　家計への災害の影響がなくなった 0.747 -0.014 -0.293

7　毎日の生活が落ち着いた 0.815 0.011 -0.261

8　地域の活動が元に戻った 0.749 -0.115 0.002

9　自分が被災者だと意識しなくなった 0.712 -0.195 -0.229

10　地域経済が災害の影響を脱した 0.637 -0.213 0.283

11　地域の道路が復旧 0.610 -0.139 0.548

12　地域の学校教育が復旧 0.551 0.083 0.596

固有値 4.282 1.404 1.145

寄与率（％） 35.686 47.384 56.929

成分

(4) 「総合的生活復興感」指標と関係性のある要因

一元配置分散分析によって抽出した「総合的生活復興

感」指標と関連性のある要因の特徴について，下記に記

述する．なお，各要因は，1％の有意水準で有意な差が得

られたものである．以下のグラフで、値が小さいほど，

「総合的生活復興感」が高いことを示している． 

a) 回答者の年齢（図4参照）

「総合的生活復興感」は，「80歳代以上」を除いて，

若年層ほど高かった． 

図4 年齢別「総合的生活復興感」 

- 7 -



b) 従前居住住宅の被害状況（り災証明の内容）（図 5 参

照）

「総合的生活復興感」は，「被害が無い」と回答した

者ほど高かった．一方，「全壊」と回答した者が最も

低かった．

図 5 従前居住住宅の被災状況別「総合的生活復興感」 

c) 住宅の再建状況（図 6 参照）

「総合的生活復興感」は，「元地で修繕・改修」と

回答した者が最も高った．一方，「区画整理地で新築」

と回答した者が最も低かった． 

図 6 住宅の再建別「総合的生活復興感」 

d) 職業の変化（図 7 参照）

「総合的生活復興感」は，「自己理由で転職・転

業」「同じ職業」と回答した者が高った．一方，「自

己理由で起業」「震災により失業・廃業」と回答した

者が低かった．

図7 職業の変化別「総合的生活復興感」 

e) 売上・業績の震災前後の比較（図8参照）

「総合的生活復興感」は，「震災前の水準に回復」と

回答した者が最も高った．一方，「震災前の水準に戻っ

ていない」と回答した者が最も低かった． 

図8 売上・業績の震災前後の比較別「総合的生活復興感」 

f) 地域別経済の回復状況（図9参照）

「総合的生活復興感」は，「ほぼ完全に回復」と回答

した者が最も高った．一方，「震災前の2～3割」と回答

した者が最も低かった． 

図9 地域別経済の回復状況別「総合的生活復興感」 

g) 人口回復の状況（図10参照）

「総合的生活復興感」は，「震災前よりも増加」と回

答した者が最も高った，一方，「震災前の1割」と回答し

た者が最も低かった， 

図10 人口回復の状況別「総合的生活復興感」 

h) 地区別（図11参照）

「総合的生活復興感」は，「仙台市若林区」と回答し

た者が最も高った，一方，「陸前高田市高田町中心部」

と回答した者が最も低かった． 

図11 地区別「総合的生活復興感」 

i) 家計の収入・支出（図12参照）

「総合的生活復興感」は，「変わらない」と回答した

者が最も高った，一方，「減った」と回答した者が最も

低かった． 

j) 家計の預貯金（図13参照）

「総合的生活復興感」は，「増えた」と回答した者が

最も高った，一方，「減った」と回答した者が最も低か

った． 

k) 家計の借金（図14参照）
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「総合的生活復興感」は，「変わらない」と回答した

者が最も高った，一方，「増えた」と回答した者が最も

低かった． 

図12 家計の収入・支出の変化別「総合的生活復興感」 

図13 家計の預貯金の変化別「総合的生活復興感」 

図14 家計の借金の変化別「総合的生活復興感」 

(5) 「総合的生活復興感」を規定する要因

「総合的生活復興感」を被説明変数，「総合的生活復

興感」と前述の関係性あるすべての要因を説明変数とす

る回帰式を，数量化理論一類で分析した．その分散分析

表の検定結果を見ると，表4のとおりで，有意でない要因

があった． 

表4 被災者間効果の検定 

ソース  平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率

モデル 99.787
a 66 1.512 2.290 0.000

切片 3.241E-06 1 3.241E-06 0.000 0.998

年齢 0.870 5 0.174 0.263 0.932

住宅の被害状況 6.313 6 1.052 1.593 0.152

住宅の再建状況 8.130 8 1.016 1.539 0.148

職業の変化 10.157 9 1.129 1.709 0.091

売上・業績の変化 3.922 3 1.307 1.980 0.119

地域経済の回復状
況

2.801 6 0.467 0.707 0.644

人口の回復状況 5.141 6 0.857 1.297 0.261

地区 8.197 15 0.546 0.828 0.646

家計の収入 1.514 2 0.757 1.147 0.320

家計の支出 0.947 2 0.473 0.717 0.490

家計の預貯金 0.712 2 0.356 0.539 0.584

家計の借金 2.366 2 1.183 1.791 0.170

誤差 104.998 159 0.660

総和 205.649 226

修正総和 204.784 225

a. R2 乗 = .487 (調整済み R2 乗 = .274)

そこで，「総合的生活復興感」と最も関係の弱い要因

を除去した．これを順次繰り返し，最終的に，すべて有

意で，決定係数が最も高い，要因の組み合わせを説明変

数として選択した． 

その結果，最適な要因の組み合わせとして，「住宅の

被害状況」「職業の変化」「売上・業績の比較」「地域

経済の回復状況」「家計の借金」が選択された（表 5 参

照）．この回帰式の決定係数は，0.375 である．一方，

「総合的生活復興感」の指標と関連性のある要因として

抽出された要因の中で，「年齢」「住宅の再建状況」

「人口の回復状況」「地区」「家計の収入」「家計の支

出」「家計の預貯金」は，除去された． 

各要因の説明力を，カテゴリー数量の最大値と最小値

の差である各要因の範囲（レンジ）で求めた（表 6 参

照）．その結果，説明力は，「職業の変化」が 1.13 で一

番大きかった．次いで，「住宅の被害状況」1.12，「地

域経済の回復状況」0.93，「家計の借金」0.41，「売上・

業績の比較」0.38 と続いている． 

表 5 最適な要因の組み合わせでの被災者間効果の検定 

ソース 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
モデル 86.463a 27 3.202 4.799 0.000

切片 0.076 1 0.076 0.114 0.736

住宅の被害状況 20.018 7 2.860 4.286 0.000

職業の変化 13.067 9 1.452 2.176 0.025

売上・業績の変化 5.517 3 1.839 2.756 0.043

地域経済の回復状
況

18.927 6 3.155 4.727 0.000

家計の借金 7.618 2 3.809 5.708 0.004

誤差 144.133 216 0.667

総和 230.762 244

修正総和 230.596 243

a. R2 乗 = .375 (調整済み R2 乗 = .297)

表6 要因の範囲（レンジ） 

要因 カテゴリ カテゴリー数量 範囲

1．流出 1.0630 1.1212

2．全壊 1.0930

3．大規模半壊 0.6477

4．半壊 0.9286

5．一部損壊 0.8676

6．り災証明無 0.2184

7.り災証明無被害有 1.1212

8.り災証明無被害無 0.0000

1．同じ仕事 -0.6631 1.1338

2．一旦中断再開 -0.1105

3．震災により転職・転業 -0.3497

4．震災により失業・廃業 -0.3027

5．震災の影響で起業 0.1546

6．自己理由で転職・転業 -0.7024

7．自己理由で退職・廃業 -0.7608

8.  自己理由で起業 0.3730

9．どちらも無職 -0.1454

10. その他 0.0000

1．震災の前の水準に回復 -0.3802 0.3802

2．震災に前の水準に戻っていない -0.0591

3．震災前から業績は悪化 -0.1954

4．その他 0.0000

1．震災前の1割以下 -0.0493 0.9295

2．震災前の2～3割 0.0071

3．震災前の4～5割 -0.1961

4．震災前の6～8割 -0.4097

5．ほぼ完全に復興 -0.9224

6．震災前以上 -0.7448

7．わからない 0.0000

1．増えた 0.4137 0.4137

2．変わらない 0.0300

3．減った 0.0000

住宅の被害状況

職業の変化

売上・業績の変化

地域経済の回復状況

家計の借金
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５．まとめ 

この節では，考察を伴う総括を行う． 

以上，本調査では，被災者の視点から，東日本大震災

から 10 年を迎えた岩手県・宮城県沿岸被災地域の実情を

把握するために，調査対象地区として選定した復興公共

事業対象地区の住民を対象に，「生活復興住民意識調査」

を実施した． 

被災者個々人が感じている「生活復興感」を「生活復

興カレンダー」の手法を用いて測定した結果，「生活復

興カレンダー」において 2019 年時点で 50％以下の項目

は，「⑩地域経済」「⑨被災者意識」「⑪道路の再開」

の 3 項目であった．これらは，復興の残された課題を示

唆する． 

また，特に，「⑩地域経済」と回答した人が，回答者

の 27.7％で，12 項目の中で最も低い割合となっており，

被災者は地域経済が復興で最も遅れた状態にあると認識

していることが分かった．阪神・淡路大震災でも，生活

復興カレンダーを見ると，「地域経済が災害の影響を脱

した」と感じている人が 50％を越えた時期は，他の項目

より遅れ，震災から 10 年を経過した時点において 52.6％

であったと指摘されている 9)．このことから，被災者か

らみた「地域経済」の復興は，これまでの災害で共通し

て遅れていることが窺える．また，地域経済の復興は，

阪神・淡路大震災よりも遅れているといえる． 

「生活復興カレンダー」の 12 項目の結果を要約するた

めに，主成分分析を行った結果，第一主成分は「総合的

生活復興感」と解釈された．第一主成分に最も大きな影

響を与えている項目は，12 項目の中の「⑦生活の落ち着

き」であることが分かる．次いで，「⑧地域の活動」

「⑥家計の影響」「⑨被災者意識」「⑤住まいの問題が

最終解決」の順で大きくなっている．そこで，第一主成

分の主成分得点を「総合的生活復興感」の指標とした． 

「総合的生活復興感」の指標に影響を及ぼす要因とし

ては，「総合的生活復興感」の指標と関連性のある要因

として抽出された要因の中で，最終的に，「住宅の被害

状況」「職業の変化」「売上・業績の比較」「家計の借

金」「地域経済の回復状況」が選択された． このことか

ら，住宅の被害状況に加えて，経済的な側面をあらわす

要因が「総合的生活復興感」に大きく影響していること

が分かる． 

選択されたの要因の説明力は，各要因のカテゴリー数

量の範囲（レンジ）で見ると，「職業の変化」が最も大

きく，次いで「住宅の被害状況」「地域経済の回復状況」

「家計の借金」「売上・業績の比較」と続いていた．  

これらの選定された要因について，「生活復興住民意

識調査」の結果を見ていく．「住宅の被害状況」は，前

述のとおりで，回答者の大半は，甚大な被害を受けてい

る．地域経済の復興に関係する要因については，次のと

おりである．「職業の変化」については、仕事の再建状

況を示すが，「同じ仕事」が 33.1％と最も多いが，次い

で、「どちらも無職」が 22.8％，「震災により失業・廃

業」が 11.4％と続いており，廃業も多くなっている．

「地域経済の回復状況」は，「わからない」とする回答

が 34.5％と最も多く，ついで，「震災前の 6 ～ 8 割」

21.2％，「震災前の 4 ～ 5 割」17.4％，「震災前の 2 ～ 3 

割」11.3％，「ほぼ復興」9.7%、と続いている．「家計

の借金」は，震災前との対比で，「変わらない」が

45.3％，「増えた」が 41.2％であった． 

「売上・業績の比較」は，「震災前の水準に回復」が

3 割である一方，「震災前の水準に戻っていない」と

「震災前から業績は悪化」を合わせると約 5 割を占めて

いる．売上・業績の回復の遅れの原因としては，「建

物・設備の破壊」を挙げた回答者が 32.8％，また「顧客

の喪失」が 28.9％と大きく，ついで「人手不足」が

14.9％，「日本経済全般の不況」が 14.0%，などと続いて

いる．「顧客の喪失」は，嵩上げ区画整理事業や防災集

団移転事業など復興公共整備事業に時間がかかり、商工

業者の再建を数年にわたって阻むものとなり，その結果、

休業中に仕入れ先を変えた従来の取引先を失ったことに

よるものであると考えられる．また，「人手不足」は，

復興公共整備事業の遅れや，それに伴う商工業者の再建

の遅れによる他地域への人口流出，「職住分離」などに

よるものと考えられる． 

このように，被災者の「総合的生活復興感」に大きな

影響を及ぼしていることが検証された地域経済に関連す

る要因の「生活復興住民意識調査」の結果から，被災者

の生活復興感を高めるためには，生計の基盤である地域

経済の復興に配慮することが必要であることが分かる．

復興まちづくりにおいて，防災集団移転事業を始めとし

て，住宅地再建のみが優先されて、産業の再生はどうし

ても後回しにされることが多かったと指摘されている 6)．

産業の再生にはスピードが必要であることから，地域経

済の復興のためには，これまで指摘されてきた，産業の

事業所の耐震化・立地対策や，事業継続計画の策定に加

えて，復興まちづくり計画において、住宅地再建と同時

に産業の再生を織り込む必要があると考えられる． 
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